
附 属 明 細 書
１ 固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（独立行政法人会計基準「第86 特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）及び減損損失累計額の明細

（単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末残高 摘 要
当期償却額 当期損失額

有 形 固 定 資 産
（償却費損益内）

リ ー ス 資 産 0 874¶305¶808 0 874¶305¶808 145¶935¶283 145¶935¶283 0 0 728¶370¶525

計 0 874¶305¶808 0 874¶305¶808 145¶935¶283 145¶935¶283 0 0 728¶370¶525

建 物 34¶542¶017¶000 0 0 34¶542¶017¶000 261¶762¶480 261¶762¶480 0 0 34¶280¶254¶520

構 築 物 395¶414¶605 0 16¶000 395¶398¶605 15¶624¶601 15¶624¶601 0 0 379¶774¶004

有 形 固 定 資 産
（償却費損益外） 車 両 運 搬 具 166¶452¶987 0 0 166¶452¶987 12¶090¶484 12¶090¶484 0 0 154¶362¶503

工 具 器 具 備 品 544¶745¶022 0 0 544¶745¶022 37¶517¶244 37¶517¶244 0 0 507¶227¶778

計 35¶648¶629¶614 0 16¶000 35¶648¶613¶614 326¶994¶809 326¶994¶809 0 0 35¶321¶618¶805

非 償 却 資 産
土 地 65¶820¶250¶000 0 0 65¶820¶250¶000 0 0 0 0 65¶820¶250¶000

計 65¶820¶250¶000 0 0 65¶820¶250¶000 0 0 0 0 65¶820¶250¶000

建 物 34¶542¶017¶000 0 0 34¶542¶017¶000 261¶762¶480 261¶762¶480 0 0 34¶280¶254¶520

構 築 物 395¶414¶605 0 16¶000 395¶398¶605 15¶624¶601 15¶624¶601 0 0 379¶774¶004

車 両 運 搬 具 166¶452¶987 0 0 166¶452¶987 12¶090¶484 12¶090¶484 0 0 154¶362¶503

有形固定資産合計 工 具 器 具 備 品 544¶745¶022 0 0 544¶745¶022 37¶517¶244 37¶517¶244 0 0 507¶227¶778

土 地 65¶820¶250¶000 0 0 65¶820¶250¶000 0 0 0 0 65¶820¶250¶000

リ ー ス 資 産 0 874¶305¶808 0 874¶305¶808 145¶935¶283 145¶935¶283 0 0 728¶370¶525

計 101¶468¶879¶614 874¶305¶808 16¶000 102¶343¶169¶422 472¶930¶092 472¶930¶092 0 0 101¶870¶239¶330

ソ フ ト ウ ェ ア 0 16¶590¶000 0 16¶590¶000 276¶500 276¶500 0 0 16¶313¶500

無 形 固 定 資 産
（償却費損益内） リ ー ス 資 産 0 101¶897¶029 0 101¶897¶029 7¶451¶617 7¶451¶617 0 0 94¶445¶412

計 0 118¶487¶029 0 118¶487¶029 7¶728¶117 7¶728¶117 0 0 110¶758¶912

無 形 固 定 資 産
（償却費損益外）

ソ フ ト ウ ェ ア 1¶634¶955¶728 0 0 1¶634¶955¶728 155¶397¶153 155¶397¶153 0 0 1¶479¶558¶575

計 1¶634¶955¶728 0 0 1¶634¶955¶728 155¶397¶153 155¶397¶153 0 0 1¶479¶558¶575
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機構運営費交付金

日本年金機構法第44条第２項によって、国庫財源による交付金を機構運営費交付金として表示し

ております。

事業運営費交付金

日本年金機構法第44条第２項によって、保険料財源による交付金を事業運営費交付金として表示

しております。

国庫納付準備金
日本年金機構の財務及び会計に関する省令第５条の定めにより、日本年金機構は、前事業年度か
ら繰り越した損失を埋め、なお残余があるときは、その残余の額は、国庫納付準備金として整理し
なければならないとされております。
また、毎事業年度、上記省令による整理を行った後、厚生労働大臣の承認を受けた金額を超える
額の国庫納付準備金がある場合には、その超える部分の額に相当する金額を国庫に納付しなければ
ならないとされております。
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